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２０２１年度 公共工事の諸課題に関する意見交換会 

（一社）日本建設業連合会提案テーマ 

 

Ⅰ．日本建設業連合会の活動方針 

建設業関係３団体が合併し日本建設業連合会（新・日建連）が発足し 10年の節目を迎

えました。この 10年、最重要課題の担い手確保のため、「働き方改革」と「生産性革命」

に全力で取り組むとともに、東日本大震災からの復旧・復興を強力に進めました。 

新たな 10 年の第一歩である 2021 年度は、ウィズコロナ・アフターコロナというニュ

ーノーマル、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）、2050年カーボンニュートラル

などの環境の変化、社会の要請に適切に対応しつつ、２大事業である週休二日の実現と建

設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）の普及に積極的に取り組みます。 

国、地方公共団体、高速道路株式会社、機構・事業団の皆様、そしてオブザーバーの皆

様にも、日建連及び会員企業の活動に対し、一層のご支援とご協力をお願いいたします。 

 

（１）ウィズコロナ・アフターコロナの建設業 

新型コロナウィルス感染症により、社会・経済活動が停滞する中にあっても、建設業は

その歩みを止めることなく、強い責任感と誇りの下、着実に社会資本整備を進める。この

ため、三密回避等の感染拡大対策に万全を期すともに、手続きの電子化、遠隔臨場の導入

等ＤＸや i-Constructionの推進による人的接触の低減や生産性向上に積極的に取り組む。 

 

（２）働き方改革・担い手確保、ＣＣＵＳの積極的展開等 

今年度末の４週８閉所目標実現のため、必要な環境整備等を進める。特に、適正工期に

よる受発注は必要不可欠であり、中建審「工期に関する基準」の周知等に努める。また、

会員各社の時間外労働状況を把握し、2024 年の罰則付き規制に向け、必要な対応を行う。 

これらに加え、引き続き、けんせつ小町の活躍推進、若手技術者の登用、外国人技能者

の適切な受入れなど担い手の確保・育成を進める。 

ＣＣＵＳについては、新たに決定した目標数値（今年度分）の達成に万全を期し、カー

ドリーダー設置や就業履歴蓄積など会員企業の取組みを強化する。また、国以外の発注者

に対しても、国同様ＣＣＵＳを義務付けた工事発注等を働きかける。 

また、設計労務単価引上げが建設技能者賃金に反映されるよう、会員企業における「労

務費見積り尊重宣言」の実施状況をフォローアップし、必要に応じ改善策を取りまとめる。 

 

（３）社会資本整備の計画的、着実な推進 

①国土強靭化の継続的推進 

「防災・減災、国土強靱化のための 5か年加速化対策」については、規模・工期など適

切な発注を期待するとともに、会員企業が有する十分な施工能力をもって、その着実な事

業執行に対応する。また、防災・減災、国土強靭化を継続的に取り組めるよう、当初予算

への計上を要望する。 
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②新技術の開発と実装の推進等 

新技術の導入やＩＣＴ、ＡＩ、三次元データの利活用など、i-Construction に積極的

に取り組んできており、今後も、ＤＸを含む技術開発を推進し、積極的に実装するととも

に、これらを容易にする入札・契約制度を引き続き提案する。さらに「2050 年カーボン

ニュートラルへの挑戦」について、建設業界として、取り組むべき方策を検討する。 

 

（４）国民の信頼に応える建設産業 

①災害対応力の強化 

頻発する自然災害に対し、会員企業は地方整備局等との「災害時における包括協定」に

基づき、迅速かつ的確に対応し、業界の社会的責務を果たした。引き続き、地方公共団体

等への災害協定締結や災害時の適切な入札・契約の働き掛け、関係者の連絡調整、資機材

調達の調整等の必要な措置を講ずる。 

 

②積極的な広報・啓発 

インフラの防災上の役割・効果や、経済的効果、インフラ老朽化が生活・経済に与える

影響、建設業の施工余力などを、シンポジウム・講演会などにより広く国民に訴える。 

 

 

Ⅱ 意見を交換するテーマ 

１．公共工事の生産性向上 

（１）適正工期と条件明示 

①「工期に関する基準」を遵守した発注の徹底 

1) 昨年 7月に中建審で決定された「工期に関する基準」において、著しく短い工期で

の請負契約の締結が禁止され、受発注者双方に遵守する義務があることを共有し、

発注者による適正な工期の設定が必要不可欠である。 

 

②設定した工期の前提条件の明示 

2) 国土交通省が進めている、「入札公告時における概略工程表、施工条件リストの開

示」の取組みを拡大されたい。 

また、工程算出の前提とした班編成や重機の配置等の明示、工程のクリティカルパ

スと関連する課題の解決時期の明示など、発注者の前提情報をできるだけ開示する

よう措置されたい。 

 

③工程の共同管理 

3) 施工条件の変化に適時適切な対応を図るため、工事着手前の「施工条件確認会

議」、施工中の「工程調整会議」「設計変更審査会」を特記仕様書で明示されたい。

これらの会議を通じて、工事一時中止に伴う工期延伸等が適切に運用され、工事費

増加等の設計変更に対応されたい。特に、工期短縮を求める場合には、設計変更ガ

イドライン等に基づき、期間短縮に必要な設計変更を確実に実施するよう徹底され

たい。 
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なお、工期短縮で求められがちの「施工パーティ数の増」は、安全性や効率性の観

点から問題がないか、担い手不足の中で技能者の増員確保ができるのかなど、慎重

な検討が必要である。 

 

（２）施工の効率化 

①プレキャスト工法の活用推進 

4) プレキャスト工法は、工程短縮、省人化の効果が高く、建設現場の生産性向上に大

きく寄与するものであるが、公共工事での導入が進んでおらずブレイクスルーが必

要である。 

国土交通省の「コンクリート生産性向上検討協議会」において検討されているＶＦ

Ｍによる最大価値の考え方を導入し、北陸地整のように、プレキャスト工法の標準

化、コスト以外の省人化や工期短縮効果を評価する仕組みを導入されたい。 

また、工程短縮を求める場合には、プレキャスト工法の採用が不可欠であることを

共有して、変更協議が円滑に進むよう対応されたい。さらに、近畿地整のように、

プレキャスト工法の標準化、評価指標などの産官学による検討会の設置を全国展開

することを提案する。 

 

（３）監督検査の合理化 

①遠隔臨場の一般化 

5) 国土交通省やＮＥＸＣＯ等では、新型コロナウィルス感染防止対策の一環として、

昨年度から監督業務における遠隔臨場の試行が本格的に導入されている。 

これらの試行工事の経験を踏まえ、2021年度は稼働中の原則全ての工事での遠隔

臨場の導入を提案する。導入に当たっては、遠隔臨場の効果的な活用を図るため、

施工条件確認会議にて受発注者協議のうえ、遠隔臨場の範囲、必要な機器や通信設

備などの環境整備を決定されたい。 

また、中間技術検査や完成検査における遠隔臨場の拡大に関して、検査・工事成績

の現場からみた課題や改善方策について検討する場の設置を提案する。 

 

②書類の簡素化、デジタル化(ＡＳＰ等) 

6) 書類作成の現場業務の負担を軽減するため、試行を踏まえた検査書類限定型モデル

工事の一般化や、書類のさらなる簡素化、受注者に作成義務のない書類の適正化を

求める。 

また、押印省略など書類のデジタル化を進め、ＡＳＰの活用徹底、電子検査・オン

ライン電子納品の推進を提案する。 

 

（４）新技術の活用 

①自動・自律施工の活用拡大 

7) 国土交通省が提唱する「インフラＤＸ」を推進するため、自動・自律施工の民間技

術を活用したモデル工事の試行を提案する。なお、自動・自律施工技術を現場で実

装するためには、安全基準の確立などの環境整備が必要不可欠であることに留意さ

れたい。 

また、ＮＥＸＣＯで標準化されている、山岳トンネル工事の覆工における中流動コ

ンクリートによる施工は、品質向上に加え、将来的な熟練工不足への対策、覆工コ

ンクリートの施工の自動化に必要な技術であり、国においても試行導入するよう求
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める。 

 

②ＰＲＩＳＭ等の新技術の活用拡大等 

8) 国土交通省では、新技術活用の原則化などの取組みが進められており、新技術の現

場実装に掛かる費用負担を含め、さらなる推進に向けた運用改善が必要である。 

また、現場の課題解決のため、施工者のノウハウを活用できるＥＣＩ方式を導入拡

大し、新技術が現場実装できるよう提案する。 

さらに、ＰＲＩＳＭの取組みの継続と拡大とともに、ＩＣＴ等の新技術活用のため

の基準類の改定を進めるようお願いしたい。 

 

③ＢＩＭ/ＣＩＭの活用 

9) 国土交通省では、2023年度までにＢＩＭ／ＣＩＭを原則適用することとされてい

る。これを実現するためには、ＢＩＭ／ＣＩＭ活用の実績を踏まえ、効果的な活用

に向けた現場レベルの効果検証と課題の検討を進め、ＢＩＭ／ＣＩＭ活用工事の大

幅な拡大が必要である。 

 

④公共建築工事におけるさらなる生産性向上の推進 

10) 国土交通省大臣官房官庁営繕部では、昨年 9月、「官庁営繕事業における生産性向

上技術の導入の手引き」を取り纏め、施工段階の生産性向上技術の導入を促進され

ている。 

入札参加者や受注者からの生産性向上技術の提案について、総合評価落札方式及び

工事成績評定における適切な評価を推進されるとともに、営繕積算方式による予定

価格の適正な設定についても、公共建築工事に広く展開されるよう地方公共団体等

の発注者への助言、支援をお願いしたい。 

 

 

２．処遇改善等を通した担い手の確保 

（１）技能者の処遇改善 

①建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）等の活用促進 

11) 将来にわたって建設業に携わる技能者が技能と経験に応じた適正な評価や処遇を受

けられる環境を整備するため、建設キャリアアップシステムの普及拡大が必要不可

欠であり、2023年度からの民間工事も含めた「あらゆる工事でのＣＣＵＳ完全実

施」（国土交通省 2020年 3月決定）に向かって加速度的に進めるべきである。 

国土交通省においては、ＣＣＵＳ義務化モデル工事の対象拡大を図られたい。自治

体や関係機関においては、国の指導の下、ＣＣＵＳ義務化モデル工事の導入を含

め、ＣＣＵＳの活用促進対策を積極的に推進されたい。 

また、建設業の技能者の賃金について、まずは各専門工事会社が積極的に給与を引

き上げ、必要な労務賃金、法定福利費を明確にした見積りに基づき元請が適切に支

払うという好循環を拡げるため、日建連では 2018年 9月に「労務費見積り尊重宣

言」を策定、取組みを進めている。 

公共工事設計労務単価の９年連続の引上げを、技能者労務賃金の改善に確実につな

げていくため、国土交通省においては「労務費見積り尊重宣言」モデル工事の拡

大、国以外の発注機関においては同モデル工事の導入をお願いしたい。 
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（２）週休二日の実現 

①週休二日実現に向けた環境整備 

12) 国土交通省では、2021年度から本官工事は全て発注者指定型の週休二日モデル工

事となる。国以外の発注機関においても全てのＷＴＯ対象工事を発注者指定型によ

るモデル工事とされたい。 

また、2024年度から適用される時間外労働の上限規制をクリアするには、週休二

日の導入は不可欠であり、時間外規制が２か月単位など一定の期間毎にクリアしな

ければならないことから、週休二日の実績確認を竣工時だけでなく施工の各段階で

確認するとともに、契約変更する場合は、週休二日の確保が可能となる工期延伸を

徹底されたい。 

 

②閉所困難工事での対応 

13) 一方、週二日の閉所が難しい工事は、入札公告時に条件明示し、交替制の導入、こ

れに伴う労務費・現場管理費の補正に加え、プレキャスト工法や施工機械の規格ア

ップ等施工促進に係る費用の適切な設計変更に応じる旨、特記仕様書に明記された

い。 

 

（３）技術者要件の緩和 

①若手・女性技術者の登用 

14) 「専任補助者制度」について、監理技術者（若手技術者）の要件を緩和するととも

に、契約後でも制度活用を可能としている東北地整の運用を全国展開されたい。女

性技術者の大多数は若手であることから、女性の活躍推進の観点から、この専任補

助者制度の導入拡大は必要不可欠である。 

 

②下請企業の主任技術者の育成・確保 

15) ４週８閉所が困難な工事では、交替制により技術者・技能者を増員した上で個人レ

ベルの週休二日を確保する現場運営となる。しかしながら、特に下請会社の主任技

術者の確保が難しいのが現実であり、主任技術者の資格要件の必要実務経験年数を

短縮するなど要件緩和をお願いしたい。 

 

 

３．国土強靭化 5か年加速化対策の対応と品確法の的確な運用 

（１）品確法の的確な運用 

①適切な契約変更 

16) 設計変更ガイドラインや工事一時中止ガイドラインに基づき、受注者の責めによら

ない条件変更に対して、適正な工期延伸や請負金額の変更を徹底されたい。また、

追加工事に対し、工期の終盤まで契約変更を行わない工事が散見されており、適時

適切に契約変更を締結されたい。 

 

②低入札防止対策の徹底 

17) 品確法に基づき、公共工事の品質確保とその担い手の中長期的な育成・確保を図る

ため、国以外の発注機関においても、実効性のある低入札防止対策を徹底された
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い。 

 

（２）計画的な早期執行 

①発注予定の公表、改善 

18) 受注体制の確保や、必要な技術開発を促進するため、現行の四半期毎の発注予定に

ついて年度をまたぐ常時１年間分の公表をお願いしたい。 

また、新たに 3年先までの大型構造物の展開の見通しとして、着工予定年度、主要

諸元、技術的な課題の開示をお願いしたい。 

 

②発注規模の適正化 

19) 施工の平準化と計画的な早期執行が求められることから、債務負担行為の活用拡大

などによる適正な予算規模、適正な工期を確保した発注に加え、施工余力、施工ノ

ウハウを十分に活かすことができる適切な工事規模の設定、さらに効率的な施工に

つながるＥＣＩ方式の活用を図るべきである。 

 

③入札手続きの合理化 

20) 受発注者双方の業務負担の軽減を図るため、ＷＴＯ対象工事の発注の平準化のほ

か、入札契約手続きの簡素化（質問回答から提出期限までの期間確保、設計成果品

の電子開示）、技術提案の改善（複数技術提案の取扱の厳格化、オーバースペック

の考え方の明示）を図られたい。 

また、一括審査方式のさらなる活用の拡大を求めるとともに、技術者の拘束待機を

軽減するため、一括審査方式においても通常工事と同様に、配置予定技術者の候補

者を複数名申請が可能となるようお願いしたい。 

 

④ＥＣＩ方式の拡大 

21) 新技術・新工法の活用などプロジェクトのより早い段階から施工者のノウハウを活

用し、工程短縮など効率的な施工が可能となるＥＣＩ方式のメリットが確認されて

おり、さらなる活用拡大を図られたい。 

また、「工期に関する基準」の遵守を求められる一方、発注当初から極めて厳しい

工期設定がなされる工事がある。このような工事では、ＥＣＩ方式により施工ノウ

ハウを活用して適正な工期を設定することが有用であるので、「国土交通省直轄工

事における技術提案・交渉方式の運用ガイドライン」におけるＥＣＩ適用工事に

「工期の設定が困難な工事」をカテゴリーへ追加するよう提案する。 

以上 


